
□　上記の従業者は専ら当該事業所の職務に従事する者であること。
　　ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りでない。

従業者

人
員
基
準

設
備
基
準

利用者数60人以下　１人以上。
利用者数61人以上　１人に、利用者数が60人を超えて40又
はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上。
※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の場合は推定数
（定員の90％）とする。
１人以上は常勤。

管理者

訓練・作業室
□
□

訓練又は作業に支障がない広さを有すること。
訓練又は作業に必要な機械器具等を備えること。

□
□

□
□
□
□
□
□

資格要件
　社会福祉法第19条第１項各号のいずれか（社会福祉主事
任用資格）に該当する者。
　社会福祉事業に２年以上従事した者。
　企業を経営した経験を有する者。
　これらと同等以上の能力を有すると認められる者。
事業所ごとに配置すること。
専ら当該事業所の管理業務に従事する者であること。
ただし、指定就労継続支援Ａ型事業所の管理上支障がない
場合は、当該指定就労継続支援Ａ型事業所の他の職務に従
事し、又は当該指定就労継続支援Ａ型事業所以外の事業
所、施設等の職務に従事することができる。

サービス管理責
任者

□
□

□

実施主体

社会福祉法人以外の者である場合は、当該法人は専ら社会福祉事業を行う者であ
ること。
障害者の雇用の促進等に関する法律第44条に規定する子会社（特例子会社）以外
の者であること。

職業指導員及び
生活支援員

□

□
□
□

総数　常勤換算で、利用者数を10で除した数以上。
※利用者の数は前年度の平均値。新規指定の場合は推定数
（定員の90％）とする。
職業指導員　１人以上。
生活支援員　１人以上。
いずれか１人以上は常勤。

□

□

人員・設備・運営の
概 要

就 労 継 続 支 援 Ａ 型

基 本 方 針

就労継続支援Ａ型に係る障害福祉サービスの事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、雇用して就労の機会を提供するとともに、その知識及び能力の向上のために必
要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行うものでなければならない。

サービスの概要

通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者のうち適切な支援により雇用契約等に基づき就労
する者につき行われる、生産活動その他の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向
上のために必要な訓練その他の必要な支援。

実 施 主 体



□ 利用者の特性に応じたものであること。
□ 利用者の特性に応じたものであること。

□

□

□

□

□
□

事業者名称 ：

代表者名称 ：

担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

都市計画法（開発許可）担当部署との協議記録

上記担当部署との協議に使用した図面等は、申請内容と同一であること。

協議内容
　○スプリンクラー設置義務の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

建築基準法担当部署との協議記録

他法令の順守

他法令の順守

上記担当部署との協議内容について必要手続及び検査を完了していること。

その他関係法令担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】

協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

上記について、確認しました。

協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】
協議内容
　○当該建築物が市街化調整区域に立地するか　区域内・区域外（いずれかに○）
　○必要手続の有無　　　　有　・　無（いずれかに○）
　○その他指導事項等（下記に記載）

相談室
談話の漏えいを防ぐための間仕切り等の措置を講じるこ
と。

設
備
基
準

□　相談室及び多目的室は、利用者の支援に支障がない場合は兼用することができる。
□　上記の設備は、専ら当該指定就労継続支援Ａ型事業所の用に供するものであること。
　　ただし、利用者の支援に支障がない場合はこの限りではない。

□

利用者及び従業者以外の者を指定就労継続支援Ａ型の事業に従事する作業員とし
て雇用する場合は、次の各号に掲げる利用定員の区分に応じ、当該各号に定める
数を超えて雇用してはならない。
　①利用定員が10人以上20人以下　利用定員に100分の50を乗じて得た数
②利用定員が21人以上30人以下 10人又は利用定員に100分の40を乗じて得た

数のいずれか多い数
③利用定員が31人以上 12人又は利用定員に100分の30を乗じて得た数のいず

れか多い数

洗面所
便所

□

□
□

□

多目的室その他の運営上必要な設備

運
営

基
準 利用定員

□ 定員　10人以上。

消防法担当部署との協議記録
協議日時【　　　　年　　　　月　　　　日】
担当部署【　　　　　　　　　　　】　　　担当者名【　　　　　　　　】

そ の 他

利用者及び従業者以
外の者の雇用




